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かけとなったのである。LCC の参入が 2010 年前後にアジアでも見られ、2012 年に初














































































































































乗り換え時に航空会社を変更 便に複数の航空会社 便に航空会社の区別なし 
資源の共有 収入・費用プール化 




ANA (2013)「アニュアルレポート  2013」www.anahd.co.jp/investors/data/annual 
/pdf/13/13_00.pdf.（最終閲覧日：2020年 10月 19日） 












































適用した Leonardo and Jara-diaz(2006)による規制緩和から 10年後のアメリカ航空産
業の分析によると、密度の経済性はなく、規模の経済性が働くことを示していた。Caves 
et al.(1984)では、規制緩和以前を含めた分析をしており、分析の結果、密度の経済性と


















































































得だけでなく、輸送コストの削減を実現することができる(Brueckner and Proost, 
13 
 






や Douglas and Tan(2017)の分析では、アライアンスへの加盟が利潤を拡大する影響
を有意に与えなかったことが示された。Fageda et al.(2019)では、プラスの影響を与え































































すくなることが指摘される(Edwards, 1955; Mueller, 1971)。この理論は、Bernheim 
and Winston(1990)で体系化される前から指摘されていたものであり、Scott(1982)、
Feinberg(1984)など、ゲーム理論が産業組織論に導入される前後から分析の対象となっ
































著者 年 国 航空会社 価格効果 運航効果 
Borenstein(1990) 1986 米 Northwest / Republic 6% / 22.5% -28.3% / 53% 
Borenstein(1990) 1986 米 Transworld / Ozark 0% / -12.3% -25.5% / 18.2% 
Werden et al (1991) 1986 米 Northwest / Republic 5.6% -23.7% 
Werden et al (1991) 1986 米 Transworld / Ozark 1.5% -16.2% 
Kim and Singal(1993) 1985-88 米 平均的な効果 10% --- 
Morrison(1996) 1986 米 Northwest / Republic 2.5% --- 
Morrison(1996) 1986 米 Transworld / Ozark -15.3% --- 
Morrison(1996) 1987 米 US Air / Piedmont 22.8% --- 
Veldhuis(2005) 2004 蘭・仏 KLM / Air France 0.3% --- 
Peters(2006) 1986 米 Northwest / Republic 7.2% --- 
Peters(2006) 1986 米 Transworld / Ozark 16% --- 
Peters(2006) 1986 米 Continental / People 29.4% --- 
Peters(2006) 1986 米 Delta / Western 11.8% -23.7% 
Peters(2006) 1987 米 US Air / Piedmont 20.3% -16.2% 
Zhang and Round(2009) 2002 中 
China Southern / China 






著者 年 国 航空会社 価格効果 運航効果 
Zhang and Round(2009) 2002 中 
China Eastern /China 
Yunnan / China Northwest 
-4% --- 
Gaggero and Piga(2010) 2007 芬 Air Lingus / Ryanair 7% / 8% --- 
Bilotkach(2011) 2003 米 US airways / American West --- -1.2% / -9.5% 
Dobson and Piga(2013) 2003 英 EasyJet / Go Fly -12€ / -27€ --- 
Dobson and Piga(2013) 2003 芬・英 Ryanair / Buzz -29€ / 14€ --- 
Veldhuis(2011) 2004 蘭・仏 KLM / Air France -13.96€ /-12.05€ --- 
Fageda and Perdiguero 
(2014) 
2009 西 Clickair / Vueling 7.47€ --- 
Fageda and Perdiguero 
(2014) 
2009 西 Iberia / Vueling 33.1€ --- 
Luo(2014) 2008 米 Delta / Northwest 0% / 2% --- 
Calton et al.(2019) 2008 米 Delta / Northwest -4.4% / -3.7% 0% / 25.5% 
Calton et al.(2019) 2010 米 United / Continental 0% 0% / 26.4% 
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1 本章の原論文は『交通学研究』第 62号, pp.77-84, 2019年３月に掲載されたものである。 

























藤(2004)は規制緩和が行われた時期を含む 1980 年から 2002 年における大手航空会社
３社の推測的変動を計測した。推測的変動を求めた結果、1980 年から 1990 年前半に


















































3.3 航空産業における LCC の参入と日本における LCC の参入 




















































































































ln(𝑅𝑒𝑣𝑖) = 𝛼 + ∑ 𝛽𝑙
𝐿
𝑙=1
ln(𝜔𝑙,𝑖) + ∑ 𝛾𝑘
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Leuvensteijn et al., 2011, 2013; Tabak et al., 2012)。 

































                                                   
10 本稿で挙げている推測的変動のモデルとは、各企業の行動を把握することが可能なモデルを
指す。そのモデルでは、各市場・企業ごとに推測的変動の値を導出することが可能である。 
11 Brander and Zhang(1990)によると、それぞれの市場における各企業の限界費用は以下で表
される。 
























































𝑄 = 𝛼0 + 𝛼1𝐼 + 𝛼2𝑃 + 𝛼3𝑍 (3-10) 
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し、それ以外を０とした変数である。𝐽𝐴𝐿は JAL の破綻から JAL の上場までの期間を




























ダミーについては次のようになっている。LCC 元年と呼ばれる 2012 年以前は０にな
っている。ピーチアビエイションのダミー変数である PEACH は、2012 年３月以降が
１となっている。次に、バニラエア（旧エアアジア・ジャパン）のダミー変数である
VANILAは、2012年８月以降を１としている。ただし、バニラエアが休航していた 2012
年 11 月は０になっている。そして、ジェットスタージャパンのダミー変数 JETSTAR
は、2012 年９月以降を 1 としている。最後に、春秋航空日本の運航ダミー変数である


































また、JJ 統合前における競争の程度を表す1の値は 0.089 である。これは、シンメ
トリックな 10 社または 11 社のクールノー競争の状態を表す数字に非常に近い値とな




ていないため、実際の値は 0.089 よりわずかに小さな値になる可能性がある。JAL や




































































































変数 記号 平均値 標準偏差 最大値 最小値 
航空旅客人キロ 𝑄 6,830.38 802.42 8,866.35 4,317.33 
所得 
（可処分所得(円)÷指数） 
𝐼 4,461.08 1,300.34 9,145.19 3,133.79 
航空運賃（指数） 𝑃 92.91 8.19 122.90 80.70 
平均飛行距離（km）  𝐴𝑆𝐿 766.83 28.45 819.16 722.99 
宿泊料（指数） 𝐻𝑂𝑇𝐸𝐿 94.91 4.34 109.60 87.20 
人口（千人） 𝑃𝑂𝑃 127,455.00 303.00 128,063.00 126,755.00 
JJ統合 𝐽𝐽 0.48 0.50 1.00 0.00 
JAL破綻 𝐽𝐴𝐿 0.16 0.37 1.00 0.00 
ピーチアビエイション PEACH 0.31 0.46 1.00 0.00 
バニラエア VANILA 0.28 0.45 1.00 0.00 
ジェットスタージャパン JETSTAR 0.29 0.46 1.00 0.00 
春秋航空日本 SHUNJU 0.16 0.37 1.00 0.00 
労働賃金 
（平均給与(百円)÷指数） 
𝑤1 81.97 14.87 117.33 65.61 
資本財価格（指数） 𝑤2 103.44 6.17 120.30 96.00 




説明変数 係数 推定値 標準誤差 
定数 α0 9251.66 31949.49 
INCOME α1 -0.21** -3.17 
P α2 -629.11*** 185.64 
ASL α3 11.95*** 4.48 
HOTEL α4 -403.20*** 155.41 
P×HOTEL α5 5.57** 1.64 




説明変数 係数 推定値 標準誤差 
定数 𝛽0 162.17*** 13.860 
𝑄 𝛽1 0.0011 0.0007 
w1 𝛽2 -0.024 -0.025 
w2 𝛽3 -0.700*** -0.110 
w3 𝛽4 -0.017 -0.036 
𝑄’ 𝜆1 -0.089*** -0.034 
𝐽𝐽×𝑄’ 𝜆2 -0.110*** -0.035 
𝐽𝐴𝐿×𝑄’ 𝜆3 -0.088** -0.034 
PEACH×𝑄’ 𝜆4 -0.002 -0.009 
VANILA×𝑄’ 𝜆5 0.045*** -0.021 
JETSTAR×𝑄’ 𝜆6 -0.120*** -0.043 
SHUNJU×𝑄’ 𝜆7 -0.002 -0.014 
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MMC理論については、製造業(Hughes and Oughton, 1993; Strickland, 1985; Yu 
and Cannella, 2007; Yu et al., 2009)、銀行業(Pilloff, 1999; Haveman and Nonnemaker, 
2000; Cocorese and Pellecchia, 2009; Focarelli and Panetta,2003)、セメント産業(Jans 
and Rosenbaum, 1997)、通信産業(Paker and Roller, 1997; Busse,2000)、ホテル業








アメリカ航空産業のトップ 3000 の路線を取り上げ、コンタクトの数がイールド (航空










































一方で、Zhang and Round(2011)の分析では、中国で起こった 2002年から 2004年の
合併は競争を阻害する影響を及ぼしていないことを明らかにしている。 
 













































ln(𝑃𝑖𝑘𝑡) = 𝛼0 + ∑ 𝛼𝑖𝑞𝑠
3
𝑠=1
+ 𝛼4𝑡𝑟𝑒𝑛𝑑𝑡 + 𝛽1 ln(𝐴𝑣𝑔𝑚𝑚𝑐𝑘𝑡)     









                                                   
18 航空会社 A,B,Cが運航する路線があるとする。仮に Aと Bが 20路線、Aと Cが 25路線、B
と Cが 15路線で競争関係にあったとすると、マルチマーケット競争のマトリックスは以下で
表される。 















しかし、Zhang and Round(2011)、 Ciliberto and Williams(2014)が指摘するように、
𝐴𝑣𝑔𝑚𝑚𝑐𝑘𝑡には内生性がある。そこで分析では、3 段階最小二乗法（3SLS）を用いて
𝐴𝑣𝑔𝑚𝑚𝑐𝑘𝑡を内生変数として扱い、以下の式と同時に推定する手法をとる。 
ln(𝐴𝑣𝑔𝑚𝑚𝑐𝑘𝑡) = 𝛼5 + ∑ 𝛼𝑖𝑞𝑖
3
𝑖=6















































































































変数 単位 平均 標準偏差 最小値 最大値 
FARE ドル 263.52 123.58 25 998 
𝐴𝑣𝑔𝑚𝑚𝑐𝑘𝑡 --- 1,741.66 1,010.97 240 10,187 
𝑚𝑖𝑙𝑒 マイル 1,857.99 1,048.01 93 7,806 
𝑁𝑒𝑡𝑤𝑜𝑟𝑘𝑘𝑡 --- 4,203.83 3,617.38 1 13,083 
 
表４－２ 航空運賃関数の推定結果 
説明変数 推定値 標準誤差 z－値 
定数 -5.878*** 0.028 -210.74 
𝑞1 0.029*** 0.003 11.61 
𝑞2 -0.059*** 0.002 -24.50 
𝑞3 0.005** 0.002 2.15 
𝑡𝑟𝑒𝑛𝑑𝑡 -0.017*** 0.0003 -35.07 
ln(𝐴𝑣𝑔𝑚𝑚𝑐𝑘𝑡) 0.554*** 0.005 121.37 
ln(𝑚𝑖𝑙𝑒) 0.327*** 0.002 174.83 
𝑟𝐷𝐿𝑘 0.066*** 0.014 4.76 
𝑎𝐷𝐿𝑘𝑡 -0.104*** 0.009 -11.09 
𝑀𝐴𝑡  -0.032*** 0.003 -11.28 






説明変数 推定値 標準誤差 z－値 
定数 6.678*** 0.006 1212.33 
Q1 -0.037*** 0.003 -14.87 
Q2 0.052*** 0.002 21.59 
Q3 0.005** 0.002 2.14 
𝑁𝑒𝑡𝑤𝑜𝑟𝑘𝑘𝑡 0.172*** 0.001 257.09 
𝑀𝐴𝑡  0.005** 0.002 2.29 
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報告されている(遠藤, 2012; Douglas and Tan, 2017; Chua et al., 2005)。ただ、Yong 
and Organ(2006)によると、アライアンスによる輸送コスト削減効果は小さいが、アラ
イアンスの規模が大きいほど、その効果は大きくなる。 






遠藤(2018)、Fageda et al. (2019)では、JVがもたらす効果について分析がなされ、需












(Brueckner and Proost, 2010; Fageda et al., 2019)や協力体制によって重複するネット
ワークにおけるダブルマージンが軽減されること(Calzaretta et al., 2017)が期待され
ている。このような見込みがあるため、運賃を下げてでも JV の形成を試みている。
Ustaömer et al.(2015)や Calzaretta et al.(2017)では、JV実施後に運賃を下げている











































































和の第一歩として JV が認識されている面もある。JV はいわば、擬似的な合併を実施
するものである。外資規制により、国際間での合併は禁じられており、これについては
例外も認められていない。しかし、JV の下では特定の路線とはいえ、複数の航空会社












5.3.2 LCC の参入とアライアンス 
世界の航空産業において JV の形成を試みるフルサービスキャリアは増加している。
JVが占める輸送の割合は 20世紀末に５％程度であったのに対し、2016年には 25％に





と、アメリカやヨーロッパでの LCC のシェアは 2018 年まで着実に増加している。ア
フリカでもシェアを緩やかに拡大している。アジアでは、シェアが急速に増加している。






























































ある。この場合には効率性の改善の効果が十分に得られない(Brueckner and Proost, 





























Brueckner and Proost (2010)がアライアンスと JV の違いについて言及している。
JV はアライアンスを深化させたものなので、JV ではアライアンスの恩恵が大きくな
り、アライアンスのときに生じていたデメリットの一部が解消されると考えられるが、
































す誤差項を導入した分析であり、Meeusen and van den Broeck(1977)、Aigner et 
al.(1977)に始まる。かつて、効率性を表す誤差項を適切な説明変数で説明するような試
























𝑂 ) = 𝛼 + 𝑤𝑖 + 𝛼0𝑡𝑟𝑒𝑛𝑑𝑡 + 𝛼𝑛 ∑ 𝑑𝑛
𝑛=1,2,3










+ 𝛼𝑚 ∑ 𝑀𝐴𝑚
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𝑇𝐶𝑖は、企業の営業費用を使用している。US DOT の form41、Schedule P-1.1 から
入手した。𝑄𝑖𝑡は生産量に関する変数であるため、有償旅客マイルを使用している。𝐴𝑆𝐿𝑖𝑡
は、平均飛行距離である。総飛行距離を運航回数で除して求めた。𝐿𝐹𝑖𝑡は、座席利用率






それぞれ、US DOTの Schedule T-100から入手したものをベースにしている。𝑃𝑖𝑡
𝐿は、
労働投入物の価格に関する変数で、役職ごとの従業員人数を重みとした平均賃金を使用
している。従業員の役職ごとの給料は、US DOTの Schedule P-6から入手し、それぞ
れの人数はUS DOTの Schedule P-10から入手した。𝑃𝑖𝑡
𝐹は、燃料価格に関する変数で
ある。１L当りジェット燃料価格を使用している。US DOT の Schedule P-12(a)から
入手した。𝑃𝑖𝑡
𝑂は、総費用から給料の総支給額とジェット燃料費を除き、有効座席マイル









れている(Gudmundsson et al., 2015; Yan et al., 2019）。つまり、負の符号が想定され
る。𝐽𝑉は、航空会社が JVを実施している期間を１、その他は０とするダミー変数であ
る。係数が正であれば、費用非効率性が高まることを示す。先行研究を参考に作成した。





































































































































表５－１ アメリカにおける JV 































変数 単位 平均 最大値 最小値 標準偏差 
TC 百万ドル 3,449 11,381 102.18 3,606. 
Q 百万人マイル 4,110 21,150 1,830 39,294 
P
L
 ドル 10,443 37,076 8,772 4,003 
P
F
 ドル 2.1531 4.01 0.71 0.75 
P
O
 ドル 0.028 0.065 0.01 0.01 
ASL マイル 1,039 1,757 553 259.76 






***は有意水準 1％、**は有意水準 5％、*は有意水準 10％で有意であることを表している。 
 
表５－３ 推定結果 
変数 パラメータ 係数の推定値 標準誤差 
定数 𝛼 -7.346*** 0.300 
𝑡𝑟𝑒𝑛𝑑 𝛼0 -0.005*** 0.000 
𝑑2 𝛼1 0.012** 0.006 
𝑑3 𝛼2 -0.015* 0.008 
𝑑3 𝛼3 -0.021*** 0.006 
ln 𝑄 𝛽 1.135*** 0.005 
ln 𝑃𝐿 𝛼𝐿 0.103*** 0.019 
ln 𝑃𝐹 𝛼𝐹 0.248*** 0.012 
ln 𝐴𝑆𝐿   𝛼𝑎𝑠𝑙 -0.066*** 0.013 
ln 𝐿𝐹 𝛼𝑙𝑓 -0.840*** 0.056 
𝑀𝐴𝐴𝐴 𝛼𝐴𝐴 -0.307*** 0.023 
𝑀𝐴𝐷𝐿 𝛼𝐷𝐿 -0.386*** 0.019 
𝑀𝐴𝑈𝐴 𝛼𝑈𝐴 -0.347*** 0.020 
𝑀𝐴𝑊𝑁 𝛼𝑊𝑁 -0.165*** 0.008 
定数 𝛿0 0.102*** 0.006 
JV 𝛿1 0.146*** 0.014 
 𝜎𝑢 𝜎𝑣⁄  0.255 0.003 
 𝜎𝑣 0.071 0.003 
 𝜎𝑢 0.018 0.001 
対数尤度 
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どのような JV が社会的便益を大きくしやすく、どのような JV だとその効果が小さい
かなどを明らかにできるようになると思われる。これらのことは今後の研究課題とする。 
 
